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盛岡市内丸10番１号        

岩手県議会議長 田 村   誠  

 

 

女性の活躍を推進するための社会環境の整備と財源確保を求める意見書 

女性の起業や就業継続等を可能にする環境整備を早期に実現し、真に女性が活躍で

きる日本社会の形成を推進するため、女性の活躍を推進するための社会環境の整備等

を講ずるよう強く要望する。 

理由 

少子高齢化、人口減少等が全国規模で進行する日本において、経済を始めとした社

会の活力を維持していくためには、女性の活躍が不可欠であるとの観点から、政府も

女性の活躍推進を重点政策に据えている。 

こうした中、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針が閣議決定され

た平成27年９月、我が県議会においても30代の３人を含む、過去最多となる７人の女

性議員が誕生し、女性の立場から活躍推進のあり方を提言できる環境ができ始めた。 

上記の方針において、行政の役割は、公的サービスの提供主体として、女性に対す

る支援措置や、保育環境の整備を始めとする職業生活と家庭生活の両立を図るために

必要な環境整備を図ることとされており、国と地方が連携して積極的に取り組む必要

がある。 

しかし、社会や企業に根強く残る性別役割分担意識等を背景に、女性の活躍が実現

できないケースもあり、地方においても、このことによる経済活動の低迷や税収への

影響が懸念される。 

よって、国においては、女性が妊娠、出産、介護により離職せざるを得なくなる場

合が多いことを踏まえ、女性の起業や就業継続等を可能にする環境整備を早期に実現

し、真に女性が活躍できる日本社会の形成を推進するため、次の措置を講ずるよう強

く要望する。 

１ ワーク・ライフ・バランスの推進、保育サービスの充実、女性の就業継続や再就

職の支援等の取組に加え、経済団体に対して仕事と家庭の両立に向けた支援の必要

性を強く働きかけるなど、女性の活躍を推進するための社会環境の整備を行うこと。 

２ 女性の活躍推進に関する取組を行う地方公共団体を支援するため、地域女性活躍
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推進交付金の十分な予算額を確保するとともに、地方財政措置を拡充すること。 

上記のとおり地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

  


